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原子力規制検査における事業者からの意見聴取について 

 

令和２年 10 月７日 

原 子 力 規 制 庁 

  

 

１．趣旨 

令和２年９月９日の第 23 回原子力規制委員会において、原子力施設等にお

けるトピックスとして関西電力大飯発電所３号機で見られた配管のひびを情

報共有した際、検査での公開会合の活用などの考え方を検討するように指示

があった。これを受け、原子力規制検査の一環として、公開会合を行うこと

とする。 

併せて、事業者からの要望を踏まえ、検査結果の報告書に係る事業者から

の意見聴取プロセスを改善することとする。 

 

２．公開会合の実施 

原子力規制検査については、「原子力規制検査等実施要領」等に基づき、検

査結果及び検査指摘事項の重要度・深刻度評価を原子力規制委員会に報告す

る等の手続を定め、その中で事業者からの意見聴取に関しても定めているが、

その他の検査気付き事項については特段の定めはなく、検査活動における事

業者との日常的なコミュニケーションの中で事業者の意見を聞くなどにとど

まっている。（参考１、参考２参照） 

このため、別紙のとおり、必要に応じて、検査気付き事項についての事実確

認等を行うため、事業者の参加を求め公開の会合を開催することとする。 

 

３．検査結果の報告書に対する事業者からの意見聴取プロセスの改善 

「原子力規制検査等実施要領」においては、四半期毎に取りまとめる原子

力規制検査報告書については、その案を事業者に開示して「事実誤認等に関

する意見等の陳述を希望する場合には、公開の場（核物質防護のために必要

な措置に関する詳細な情報を含む場合には非公開の場）又は書面にて意見等

を聴取する」とされているが、この手続きをとるべき範囲（白以上の検査指

摘事項がない場合を含めるか否か等）が同要領では不明確であった。また、

本年８月 27 日に開催した「第１回検査制度に関する意見交換会合」において

事業者から、報告書に記載される検査結果や検査指摘事項について「事業者

意見の提出も可能な運用とするなど、コミュニケ－ションが図れるようにし

ていただきたい。」との要望が出された。 

これを受け、今後は、各四半期終了後３～４週間を目途に報告書案を作成

し、原子力規制部検査グループにおいてこれらを公開し、事業者が意見等の

陳述を希望する場合には、基本的には書面にて意見を聴取し、当該意見等と

ともに検査結果を原子力規制委員会に報告することとする。 
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また、上記の改善については、今後の運用実績を踏まえ、年度内を目途に「原

子力規制検査等実施要領」や他のガイド類に反映することとする。 
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（別紙） 

原子力規制検査のための公開会合について 

 

●年●月●日 

原子力規制庁 

 

 

１．原子力規制検査における検査気付き事項についての事実確認を行うためそ

の他原子力規制検査の適切な実施のため必要があると認める場合には、

「原子力規制検査等実施要領」に定めるところによるほか、事業者の参加

を求めて、公開の会合を開催する。必要性が認められる場合の類型を例示

すると、概ね次のとおりである。 

 

① 原子力安全に相当程度の影響※が懸念され、過去に類例がない・乏し

いなどの理由により、通常の検査活動では事実確認等の実施が困難

で、専門的知見を有する原子力規制庁職員等が参画して事実確認等を

実施する必要がある場合 

 

※「原子力安全に相当程度の影響」とは、「原子力規制検査等実施要領」の

表 5-1 及び表 5-2 にある「安全確保の機能又は性能への影響があり、安全

裕度の低下は小さいものの、規制関与の下で改善を図るべき水準」を目安

とする。 

 

② データ改ざん、事故・トラブル隠蔽など原子力安全に係る故意の不適

切行為が行われていたことが疑われる場合 

 

２．１．の必要があるか否かの判断は、検査監督総括課長が行う。 

 

３．１．の必要があると認める場合には、公開の会合の前後を問わず、適切な

時点において、原子力規制委員会に報告するものとする。 

 

４．公開の会合の参加者その他の会合の実施方法は、審査のための公開の会合

に準じるものとする。 

 

  

  




